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１．はじめに 

 

 交通網の発達した現代の経済活動は各地域間で密

接に結ばれており、都道府県など特定の地域内だけ

で完結する取引は極めて少ない。このような地域間

の交易を明示的に捉え、各種政策分析や産業構造分

析に利用可能なツールとして地域間産業連関表があ

る。しかし、我が国における入手可能な地域間産業

連関表は、全国を９地域に分割した９地域間産業連

関表のほか、都道府県レベルでは東京都、大阪府な

ど一部の都道府県に限られ、複数の都道府県間の交

易関係を踏まえた産業構造分析や産業連関モデルま

たはＳＣＧＥモデル等による各種政策分析は困難な

状況にある。一方、近年我が国においては、都道府

県の行政区域を広域的に再編する道州制や、外形標

準課税の導入などを含む国から地方への税源委譲、

都道府県を結ぶ地域間交通整備など都道府県を対象

とした政策課題が活発に議論されており、これらの

政策分析を効率よく行うための都道府県間産業連関

表の作成に対するニーズは高い。 

 本研究ではこれらの状況を踏まえ、現存する各都

道府県の地域内産業連関表からこれらを結合した

47 都道府県間産業連関表の作成手法を検討し、実際

にその作成と若干の利用を試みる。 

２．地域間産業連関表の作成方針 

 

(1)基本方針 

 地域産業連関表を作成する手法としては、Survey、

Non-Survey、Semi-Survey（または Hybrid 手法）

と呼ばれる３つの手法がある。Survey 手法によっ

て作成される産業連関表は、企業の生産に関する調

査やその他のデータを用いて作成され、精度は高い

もののその作成費用と時間的労力が膨大であるとい

った問題がある。それに対して Non-Survey 手法は

国レベルの産業連関表など Survey 手法によって得

られた産業連関表を基にそれを何らかの方法を介す

ことによって得られるものであり、地域内表を想定

する場合は、地域間交易の推計に Location 

Quotients などの方法が用いられる。また、

Semi-Survey 手法は、Survey 手法と Non-Survey

手法を併用した手法であり、現在各所で準備されて

いる地域間産業連関表はこの手法によるものが多い。 

地域間産業連関表の作成において最も重要なステ

ップは、地域間交易係数の推計である。Non-Survey

手法によるこの推計は、ＳＣＧＥモデルのアルゴリ

ズムを用いて計算することが一つの方法として考え

られるが、あくまでモデルによる推定であるため、

都道府県間を対象とする場合推定結果に対する検証

が困難である。このような方法による推定は交易関

連のデータが得られない場合の適用に限定され、何

らかの交易データが得られる場合は、そのデータベ

ースを用いて地域間交易係数を得ることが望まれる。

本研究ではこれらの点を考慮し、物流センサスデー

タを用いた地域間交易係数の推計を検討する。その

場合、まず把握しておかなければならないことは、

都道府県の地域内産業連関表と地域間産業連関表の

対応関係である。 
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(2)競争移入型地域内産業連関表と地域間産業連関

表の関係 

 本研究で作成を意図している都道府県間非競争移

入型地域間産業連関表と、その作成のベースとなる

競争移入型地域内産業連関表の関係は、表－１を用

いて説明することができる。 

 

表－１ 非競争移入型地域間産業連関表の形式 

（地域別産業部門別） 
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 ここでは簡便化のため２地域２産業部門を想定し

ているが、２つの地域はそれぞれ r と s として表示

しており、r + s は全国を表す。なお、表記法におい

て「・」はその項に関して総和をとったものである。 

 産出ベクトルを除く個々の行列をグループ化して

表示すると以下のようなブロックで構成される。 
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 この非競争移入型の地域間産業連関表において、

地域ｒの競争移入型産業連関表は、E 表と G 表で構

成され、地域ｓについてはF表とH表で構成される。

従って、地域ｒおよびｓの産出ベクトルを

[ ] [ ]Tsss
T

rrr XXXXXX 2121 ,,, == と置き、各表をスカ

ラーのように扱い表現すると、次の関係が成立する。 

BGAGCBEX r ++=+−+=    (1) 

HCDHBCFX s ++=+−+=    (2) 

このように地域ｒの競争移入型表においては、Ｂ

表が移出を、Ｃ表は移入を表し、同様に地域ｓにつ

いては、Ｃ表が移出を、Ｂ表が移入を表し、非競争

移入型の地域間産業連関表との対応関係が明白にな

る。この地域内産業連関表を表－１と同様の形式で

示せば、以下のようになる。 

 

表－２ 地域内産業連関表の形式 
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３．４７都道府県間地域間産業連関表作成のための

地域間交易係数の推定 

 

(1)地域間交易係数 

 都道府県の産業連関表は、一般に移出先、移入先

が不明である。都道府県の地域内産業連関表を地域

間表へと展開するためには、地域間交易マトリクス

を作成する必要がある。 
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 この地域間交易係数 tirs を、次のように分散配置

した行列を Tｒｓとおき、 
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また、各地域の地域別投入係数を次のように配置す
る。 
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 また、これまでのモデルと同様に品目別輸入額が

輸入品消費地域の品目別地域内需要総額に比例する

として輸入係数を定義すれば、需給バランスは以下

のようになる。 
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 このように県単位の産業連関表で得られる地域別

投入量、最終需要量を都道府県間産業連関表に変換

するには、地域間交易係数を用いればよい。 
 

(2)物流センサスを用いた地域間交易係数の推定 

 

一般に都道府県の地域内産業連関表は、移入先、移

出先が示されていないため、何らかの交易データに

より地域間交易係数を求める必要がある。現時点に

おいて利用可能な県ベースの交易係数を推定する最

も有効な交易データは物流センサスデータであり、

求めようとする都道府県間産業連関表の推定年次と

同じ 1995 年の調査データが得られる。また、品目

分類も 75 部門と比較的詳細な部門別のデータが得

られ、産業連関表の部門分類とも整合的な部門設定

を得やすい。本研究では、各都道府県の産業連関表

の部門分類と物流センサスの部門分類の対応関係を

整理した上で、地域間交易係数を物流センサスから

推定する。 

 

４．都道府県間非競争移入型産業連関表の作成 

 

 各県地域内産業連関表から４７都道府県間産業連

関表を作成するステップを図－１に示す。なお、作

成対象年次は各県産業連関表の得られる最新年次で

ある 1995 年とする。まず利用可能な各県産業連関

表は分類数が複数あるが、その公表レベルが異なる

ためひとまず中分類（85 部門～97 部門）を基本と

して作業部門を設定する。また、物流センサスデー

タの品目分類が 75 部門であり、産業連関表の部門

設定との整合性の観点から実際の作業部門は、９地



域間産業連関表の統合分類である 46 部門とする。

地域間交易係数は、前述のとおり物流センサスの重

量データを用いることとし、得られた地域間交易マ

トリクスを用いて地域間表の形式に展開する。なお、

都道府県の地域内産業連関表において移入・輸入の

分離が必要となるが、分離方法は以下による。つま

り、①オリジナルの都道府県表で分離されている場

合はそれを用いる。②ない場合は、地域間産業連関

表のブロック別輸入額に合うように推計する（ブロ

ックの輸入額をブロック内都道府県の域内需要で按

分する。）地域間表として展開した産業連関表は、各

県別の地域内産業連関表を統合しているため、山田

らの研究４）で確認されているように、全国産業連関

表および９地域産業連関表の産出額合計値と整合し

ない。そのため一度各県産業連関表レベルで結合さ

れた地域間表の全国値が全国産業連関表の値と整合

するように調整する。最後に、全国表、９地域間表

のブロックとの移出入バランスがとれるように再調

整する。 

なお、作成した都道府県間産業連関表とそれを用

いた若干の分析例は、発表時に譲る。 

 

各県産業連関表、物流データの部門統合

作業部門分類の設定

地域間交易係数の推計

都道府県地域内表から地域間表への展開

移出入額の再調整

各県産業連関表、物流データの部門統合

作業部門分類の設定

地域間交易係数の推計

都道府県地域内表から地域間表への展開

移出入額の再調整
 

図－１ 都道府県間産業連関表の作成手順 

 

 

 

 

 

５．おわりに 

 本研究では、地方分権化の議論が活発に行われる

中、都道府県レベルの定量的な政策分析が急務であ

ることを踏まえ、地域間交易を明示的に扱える都道

府県間産業連関表の作成手法を検討した。また、現

存する各県都道府県産業連関表や物流データを用い

て、実際に４７都道府県間産業連関表を作成した。

地域の産業連関表の作成にあたっては、その基とな

るデータが少ないためいくつかの課題を抱えている。

しかし、本研究で検討した作成手法により、実用的

に有用な都道府県間産業連関表が得ることができる。

今後は、この作成した産業連関表を用いた各種政策

分析や、新たなＳＣＧＥモデルの構築・適用を行う

予定である。なお、本研究は宮城・石川と三菱総合

研究所による共同研究の成果の一部である。 
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